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＜要約＞ 

 政府のエネルギー・環境会議が 9 月 14 日に決定した革新的エネルギー・環境戦略（以下「エネ環

戦略」という)について、長期的な低炭素社会および資源循環型社会の実現の観点から政府試算の前

提条件のうち 3 つの想定に関し再検討を行い、2030 年における追加的な節エネ・温室効果ガス（GHG）

排出削減の可能性について独自に検証した。その結果、一次エネルギー消費に関しては、「エネ環戦

略」想定に比べ 2.5%以上追加的に節約できることが示唆された。GHG 排出に関しては、「エネ環戦略」

において「2013 年から 2020 年まで 1990 年比で年間 3.5 ％分の森林吸収量の確保を目指す」とあ

ることも考慮すると、国内努力のみで 2030 年に 1990 年比マイナス 30%程度の排出削減は十分に合理

性を持つことが示唆された。 
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＜単位・頭字語・略語一覧＞ 

 

 

単位・頭字語・略語 説明 

CO2 二酸化炭素 

GHG 温室効果ガス（Greenhouse Gases） 

HHV 
高位発熱量（Higher Heating Value）。燃焼により生成する水蒸気が凝

縮する際に得られる凝縮潜熱を含む発熱量を指す。 

IGES （公財）地球環境戦略研究機関 

kl キロリットル 

kWh キロワット時=3.6 メガジュール（エネルギー単位） 

LHV 
低位発熱量（Lower Heating Value）。燃焼により生成する水蒸気が 

凝縮する際に得られる凝縮潜熱を含まない発熱量を指す。 

LNG 液化天然ガス（Liquid Natural Gas） 

LNGCC LNG コンバインドサイクル 

MJ メガジュール＝106ジュール（エネルギー単位） 

Mt 100 万トン（Million tonnes） 

MW メガワット＝MJ／秒。発電設備の規模を表す。 

PJ ペタジュール＝1015ジュール＝10 億 MJ（エネルギー単位） 

RITE （公財）地球環境産業技術研究機構 

中環審 環境省中央環境審議会 
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1. 問題意識と目的 

2011 年 3 月 11 日の東日本大震災および福島第一

原発事故を受けて、日本政府はエネルギー・環境

政策を白紙から見直している。2012 年 6 月 29 日に

は、内閣府国家戦略室のエネルギー・環境会議が、

政府に設置された 3 つの審議会での議論を踏まえ

て、エネルギー・環境政策に関する 3 つの選択肢

（シナリオ）を国民に提示した。その後、パブコ

メなどの「国民的議論」を経て、政府は 2011 年 9

月 14 日に、「2030 年代に原発稼働ゼロを可能とす

る」などの目標を掲げた新たなエネルギー戦略

（「革新的エネルギー・環境戦略」。以下では「エ

ネ環戦略」）を決定した。 

「エネ環戦略」のもととなった 3 つの選択肢を

めぐる議論の中心は原子力発電への依存度だった

と言えるが、各選択肢における温室効果ガス（GHG）

排出削減量も同時に提示されており、3 つの選択肢

とも 2030 年断面で 23-25%（1990 年比、海外クレ

ジットおよび森林吸収等を除く）となっている。

そして、この数値をベースにした「革新的エネル

ギー・環境戦略」では、GHG 排出削減数値目標を

2030 年断面で概ね 2 割、2020 年断面で 5-9%削減と

決定、あるいは試算した（1990 年比、海外クレジ

ットおよび森林吸収等を除く）。 

日本の GHG 排出削減数値目標に関して、たとえ

ば IGES は、石炭から天然ガスへの大規模なシフト

により、総発電量における原子力の割合を 9%に低

減した場合の 2030 年に二酸化炭素（CO2）排出 40%

削減（1990 年比、海外クレジットおよび森林吸収

等を除く）の可能性を示している3。温暖化対策は

喫緊の課題であり、外交上および世界的な社会・

経済の低炭素化の中での企業の国際競争力増強と

いう意味でも真剣に向き合う必要がある。 

エネルギー消費量や温暖化対策の数値は、その

計算に用いる前提条件や数値に大きく依存する。

「エネ環戦略」では、社会・経済活動指標（マク

ロフレーム）や技術発展に関する指標に関して、

業界団体が主張した見通しがほぼそのまま採用さ

れている場合が少なくない。企業は、一般的に、

活動量を過大に申告するインセンティブを持つ4。

                                                  
3 総発電量に占める原子力の割合は 9%であった。 
4 活動量を大きめ申告する理由としては、様々なステーク・ホ
ルダーに対する配慮やビジネス拡大への期待などが考えられる。

その場合、節エネや GHG 排出削減のポテンシャル

は過小に見積もられる。 

このような状況のもと、本研究は、資源の有効

利用、低炭素社会・経済での国際競争力維持、技

術開発・育成、国際商品市況などの観点から、客

観的なデータに基づいて、「エネ環戦略」シナリオ

の想定条件を再検討した。それによって、追加的

に可能な節エネ・GHG 排出削減量を明らかにし、

各方策のコスト分析も可能な限り行なった。 

本稿では、まず第 2 節で分析方法について簡潔

に述べる。第 3 節では「エネ環戦略」想定および

森林吸収に関する検討と提言、そして各提言の節

エネ・GHG 排出削減効果の計算過程と結果を示す。

第 4 節では、第 3 節で試算した節エネおよび GHG

排出削減量の合計を示し、今後の「エネ環戦略」

における議論へのインプリケーションを議論する。

最後に第 5 節でまとめる。なお、本稿では、エネ

ルギー効率の高い機器の導入などによる「省エネ」

と区別して、あえて「節エネ」という言葉を用い

た。 

 

2. 分析手法 

本研究では「エネ環戦略」のシナリオの諸想定

の再検討により、当初の試算と比べてどれだけの

追加的な節エネと CO2 排出削減が可能かを試算す

る。実際の分析に用いた様々なデータは、基本的

に「エネ環戦略」資料（国家戦略室, 2012a, 2012b）

の中にある原発ゼロシナリオの詳細データに基づ

く。ただし、「エネ環戦略」資料に詳細なバックグ

ラウンド情報が掲載されていない場合は、環境省

中央環境審議会（以下、中環審）の最終報告書を

適宜参考にした。また、試算結果などは、原発依

存度が異なる他の二つのシナリオにおいても大き

な違いはない。 

表１は、本分析における CO2 排出係数などの共

通の前提条件を示す。本分析で示す全てのエネル

ギー量の低位発熱量（LHV）ベースである。5. 

                                                                              
最近では、国内排出量取引制度導入を想定した場合の対応など
も一因となっている。 
5 LHV（Lower Heating Value、低位発熱量）は燃焼により生成す
る水蒸気が凝縮する際に得られる凝縮潜熱を含まない発熱量を、
HHV（Higher Heating Value、高位発熱量）は凝縮潜熱を含む発
熱量を指す。 
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表 1 エネルギー使用における CO2排出係数ならびに 2030 年の予測化石燃料価格 

パラメータ 数値 参考文献 

CO2排出係数   

2030 年電力 （g/kWh） 376 
原発ゼロシナリオ（追加対策後、2020 年

14%）：「エネ環戦略」の基礎データより試算。

コジェネ発電を含む。 

石炭（g/MJ LHV） 93 
総合エネルギー統計（戒能、2010）より筆者

試算。HHV から LHV への変換は Blok（2006）
を参考。 

原油・C 重油 （g/MJ LHV） 73 

天然ガス・液化天然ガス（LNG） （g/MJ 
LHV） 

54 

2030 年化石燃料価格（円/MJ LHV） 

LNG 1,153 
「エネ環戦略」資料（国家戦略室 2012a）を

参考に筆者算出 原油・C 重油 注 1 1,746 

注 1：原油と C 重油の熱量当たりの価格は近年ほぼ同レベルとなっており（資源エネルギー庁 2010, 日本長距

離フェリー協会 2012）、本研究では C 重油価格は原油価格に等しいと想定した。 

 

 

3. 再検討する想定及び提言 

本研究では、下記のような「エネ環戦略」シナ

リオにおける 3 つの想定を検討した。検討項目の

選択については、CO2排出が大きい発電および鉄鋼

の 2 部門にまず注目し、加えて「エネ環戦略」で

はゼロと設定、あるいは計算に含まれていない 2

つの CO2の吸収オプションに注目した。 

1. 粗鋼の生産量と生産方法 

2. 発電部門における石油火力発電の割合 

3. CO2回収・貯留（CCS ）の導入量 

以下では、順に各想定に関する分析結果を示す。 

 

3.1. 粗鋼の生産量と生産方法 

日本の鉄鋼部門は電力消費による間接 CO2 排出

も含めると、2010 年において 1990 年の GHG 総排

出の約 13％に当たる年間 1 億 6,600 万トンの CO2

を排出している（温室効果ガスインベントリオフ

ィス, 2012）。鉄鋼部門からの CO2排出は 90%以上

が高炉での鉄鉱石還元やコークス生産などの関連

工程によるものである。鉄鋼部門は CO2 多排出部

門であるため、粗鋼生産量と生産技術に関する想

定はエネルギー消費およびGHG排出の推計に大き

な影響を与える。 

 

3.1.1. 問題意識 1：粗鋼生産量の想定が高い 

「エネ環戦略」では、2030 年における粗鋼生産

量を、主に日本鉄鋼連盟へのヒアリングの結果に

基づいて約 1億 2,000万トンと想定している。また、

セメント生産やエチレン生産など他の CO2 多排出

部門と異なり、粗鋼生産量は全ての経済成長シナ

リオにおいて同じ想定になっている。ちなみに日

本の粗鋼生産は 2 度のオイルショック以来今日ま

で増加しておらず、1973 年の 1 億 1,900 万トンを

上回る生産高を記録したのは 2007 年（1 億 2000 万

トン）だけである（World Steel Association 2010, 

2011）。 

本研究では、2006 年以降に発表された複数の研

究機関や調査機関による 2030 年の粗鋼生産量予測

を精査した。その結果、予測数値は 9,000 万トンか

ら 1 億 2,000 万トンの間に分布しており、「エネ環

戦略」想定は文献予測の上限値に等しく、他の多

くの研究機関や調査機関は、これを下回る数値を

出していることが明らかになった（表 2）。
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表 2 粗鋼生産量の実績値および将来予測 

 生産量実績・予測（Mt/yr） 注記 

2005 年実績値 113 
World Steel Association（2011） 

2011 年実績値 108 

各研究・調査機関の生産量 
予測 

2030 年 その他の年  

1.「エネ環戦略」想定 120 2020 年：120 全シナリオについて同じ想定 

2.日本エネルギー経済研究所  

2.1.IEEJ（2006） 90.3 ---  

2.2.アジア/世界エネルギー・アウ

トルック（2010） 
105 

2020 年: 114 
2035 年: 101 

2030 年予測値は 2020 年および

2035 年予測値を基に線形補間 

2.3. 小宮山ほか（2011a） 101 --- 
参考文献図 2 と 2005 年実績より

推計 

2.4. 小宮山ほか（2011b） 120 --- 
参考文献図 3-1 と 2005 年実績よ

り推計 

3.「2050 日本低炭素社会」シナリ

オチーム（環境省, 2012c）  
 

 

3.1. シナリオ A 
109 

（推定） 
2050 年: 107 

2030 年予測値は 2005 年および

2050 年予測値より線形補間 
3.2. シナリオ B 93（推定） 2050 年: 77.5 

4. RITE（2008） 115-120 --- 参考文献図 3 より推計 

5. みずほコーポレート銀行（2011） --- 2020: 105 
 

予測値の上限と

下限 

上限値 120 --- 

下限値 90.3 --- 

 

 

例えば日本総研は、物理生産量を明示していな

いものの、鉄鋼業の産出額が 2030 年には 2005 年

レベルの 7 割以下に低下すると想定している。興

味深いのは日本エネルギー経済研究所による想定

の変遷である。2006 年の研究論文では約 9,000 万

トン、2010 年には約 1 億トン、福島第一原発事故

直前の 2011 年 3 月発表の研究論文では約 1 億トン

を想定しているにも関わらず、その 4カ月後の 2011

年 7 月発表の研究論文では約 1 億 2,000 万トン程度

に大幅に上昇している。この大幅上昇の理由につ

いては明示されていないが、福島第一原発事故が

2030 年の粗鋼生産量に大きな影響を与えうるとは

考えにくい。 

なお、日本で生産された粗鋼の約 3 割から 4 割

が輸出されている。世界における需要拡大の中心

となっているのが中国市場だが、ここにきて供給

過多が大きな問題になっている。中国政府は、第

12 次 5 ヵ年計画の中で、中国における鉄鋼の需要

が 2015-2020 年に 7.7～8.2 億トンに至り、需要のピ

ークを迎えるとも予測している6。また、最近にな

って、国内鉄鋼最大手の新日本製鉄と 3 位の住友

金属工業が合併して誕生する「新日鉄住金」の会

長兼最高経営責任者に就任する宗岡正二・新日鉄

社長は、新聞社のインタビューに対して国際競争

                                                  
6 中国工業・情報技術部（2011）『鋼鉄工業 12 次 5 カ年発展計
画』（工信規 480 号、2011 年、10 月 24 日公布） 
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に勝ち抜くためのコスト競争力強化、財務体質改

善に取り組む方針を示し、国内の製鉄所・高炉の

統廃合について「聖域なく考える」方針を表明し

た。すなわち、今後の経営環境次第では、高炉休

廃止など国内生産能力の削減に踏み込むこともあ

り得るとの認識を示した（毎日新聞 2012 年 10 月

1 日）。さらに、新日鉄住金は、2013 年にタイ、メ

キシコ、ブラジルで強度が最高水準の自動車用鋼

板の生産を始める。すなわち、燃費向上に向けた

車体軽量化のカギを握る先端材料で、輸出から現

地生産に切り替える予定である（日本経済新聞 

2012 年 10 月 16 日）。これらの事実も、日本の粗

鋼生産が文献予測の上限値に等しくなる可能性が

高くないことを示唆している。 

 

3.1.2. 問題意識 2：粗鋼生産における電炉の比率

が低い 

図 1 に示したように、粗鋼生産における電炉鋼

の割合は 2010 年時点で、日本が 21.8%、EU27 が

37.3%、アメリカが 61%である。EU では将来の粗

鋼生産の増加分をほぼ全て電炉で賄うことにより、

電炉鋼の割合を 2010 年の 37.3%から 2030 年には

56%にまで引き上げる計画である（JRC, 2011）。ま

た、実際に休止中あるいは閉鎖計画がある高炉の

電炉への建て替えも行われている（Green Steel 

News, 2012）。 

 

 

 

 

図 1 粗鋼生産に占める電炉鋼の割合の推移 

 

一方、日本における電炉鋼割合は1990年の31.6%

から徐々に減少している。「エネ環戦略」が提示し

た 3 つの選択肢においては、2010 年から 2030 年ま

での電炉鋼の割合が、2010 年の実績値である 22.1%

で固定されている。 

しかし、鉄鋼部門がエネルギー消費および CO2

排出を大幅に削減するにはエネルギー効率向上だ

けでは大きな効果は望めない。そこで注目される

のが電気炉法によるリサイクルされた鉄スクラッ

プからの粗鋼生産である。電気炉法では還元剤と

なる石炭やコークス等の化石燃料を必要としない。

したがって、高炉法に比べエネルギー消費および

CO2排出を大幅に削減させることができる。 

また、現在、国内外の企業の間で GHG の直接排

出だけでなく原材料の調達先等企業のサプライチ

ェーン全体でのGHG排出を捉える取り組みが広が

っている（日経 BP 2012）。例えば、東芝、ホンダ、

日本郵船、シャープなどは、GHG 排出量を原材料

調達から製品の使用時まで把握・管理する国際標

準である「スコープ 3」を採用し、サプライチェー

ン全体で排出削減効果が高い製品に力を入れる方

針である（日本経済新聞 2012 年 9 月 15 日）。この
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ため、より低炭素な鉄鋼製品の需要が今後益々高

まっていくことは確実である。 

さらに、一般的に電炉鋼の生産コスト（固定費と

運転維持費の総和）は高炉鋼の生産コストよりも

小さい（World Steel Dynamics 2012）。例えば、表 3

に示したように、板谷ら（2010）は、年間 450 万

トンの熱延鋼板を製造する場合、投資額が電炉で

は 2340 億円、高炉では 4500 億円としている。ま

た、この際の二酸化炭素排出量は、それぞれ 225

万トン CO2と 900 万トン CO2である。これは、炭

素制約が強化されて炭素コストが上昇した場合、

電炉鋼の経済的な優位性はより高まることを意味

する。 

 

 

表 3 電気炉と高炉の設備投資額および二酸化炭素排出量の比較 

設備投資額（億円）製鋼＋熱延 電気炉 高炉 

生産量（万トン/年） 450 450 

二酸化炭素排出量（CO2トン/鉄トン） 2340 4500 

設備投資額（億円）製鋼＋熱延 0.5 2 

出典：板谷ら（2010） 

 

すなわち、資源の有効利用、節エネ、CO2 排出削

減、そして経済性の観点から電炉鋼の割合を伸ばし

ていくことには合理性がある（例えば Brown et al. 

2012）。したがって、世界的にも粗鋼生産に占める

電炉鋼の割合の増大が予想され、このことが鉄鋼セ

クターを低炭素化させると同時に、長期的に製鉄業

の国際競争力を強化していくと考えられる。 

 

3.1.3. 論点の検討 

日本で電炉割合が低い理由、あるいは将来的に

割合を上げた場合の懸念としては、1）スクラップ

を輸出している、2）電炉が増えると電力消費が上

昇する、3）高品質鋼の需要が高い、4）原子力へ

の依存低減により電力価格が大幅に上昇して電炉

鋼メーカーの競争力が低下する、5）電炉メーカー

の規模が小さい、などの点がしばしば挙げられる。 

以下では、最近の市況や技術開発・普及状況な

どを考慮しながら、これらの論点を順に検討する。 

1）スクラップを輸出している 

確かに、現在、日本は中国などに 1,000 万トン程

度のスクラップを輸出している。輸出を減らせば

相手国での高炉鋼生産が増加し CO2 排出がグロー

バルには増加するという意見もある。しかし、現

在、鉄スクラップの 2 大輸出先である中国や韓国

では自給率が上昇しており、日本を含む各国で自

国でのスクラップ供給が拡大する中、海外におけ

る日本の鉄スクラップ需要は減少することが予想

される（日刊産業新聞 2012）。また、日本が途上

国向けの輸出を続ければ途上国における鉄スクラ

ップ回収の自助努力を阻害する可能性もある。 

2）電力消費が上昇する 

想定の見直しにより、一次エネルギー消費は減

少するものの、確かに日本の電力消費は上昇する。

しかし、Worrell et al.（2008）の世界の best practice 

technology に関する分析を基に、電炉鋼生産の電力

消費を 0.47MWh/t 粗鋼、高炉鋼生産の電力消費を

0.19MWh/t 粗鋼と仮定すると、上記の電炉割合の想

定見直しにより電力消費上昇分は 23 億 kWh 程度

（年間総生産量を 1 億 500 万トンの想定）である。

これは「エネ環戦略」想定の総電力消費の 0.2-0.3%

程度であり、電力価格などへの影響は限定的と考

えられる。また、電炉鋼の製造は夜間電力を多く

使用しているため需要ピーク時への影響も小さい。 
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3）高炉では高品質鋼を生産している 

しばしば日本の鉄鋼部門が現在の電炉鋼技術で

は作れない高品質の鉄鋼製品を日本の製造業向け

に生産していることが指摘される。しかし、近年の

電炉鋼の品質レベル向上は顕著であり、一部ではあ

るものの、すでに自動車部品メーカーなどにも供給

され始めている。東京製鉄がいすゞ、日産、富士重

工、トヨタ、マツダの大手国内自動車メーカーと行

った共同研究（板谷ほか 2010）では、現在の技術レ

ベルでも車体の 22%に電炉鋼材を適用でき、技術開

発が進めば 42％に適用できることを示している。ま

た、（株）東京製鐵は、（株）リコーと共同で鉄スク

ラップを 100%原料とする事務機用の電炉鋼板を開

発し、今年 3 月に（株）リコーが採用を開始した（リ

コー, 2012）。リコーは、リサイクル製品を多用する

ことを経営方針としており、今後、このような企業

が増えることは十分に予想される。 

4）原子力への依存低減による電力価格上昇が電炉

鋼メーカーの競争力を低下させる 

原子力への依存低減により電力価格の大幅上昇

による電炉鋼メーカーの競争力が低下するとの指

摘がある。しかし、電炉鋼生産においては鉄スク

ラップのコストが約 7 割を占め、電気代は 1 割程

度であり、鉄スクラップの価格の影響の方がより

大きい。また、国際競争相手である韓国では、電

力価格が日本よりも安価であるため、更なる電力

の価格差拡大は今後輸出拡大（現在は輸出比率は

生産量の 2 割程度7）を図る日本の電炉メーカーの

国際競争力に影響を与えるという意見もある。し

かし、現在、韓国でも電気料金の見直しがなされ

ている状況であり、最近になって排出量取引制度

の導入も決定された。 

5）電炉メーカーの規模が小さい 

電炉メーカーの規模の小ささは、日本において

は高炉メーカーが歴史的に鋼板市場を支配してい

たことに起因する。現実的に、電炉メーカーは中

小企業が多く、最大手の東京製鉄も、その生産能

力は 300 万トンにすぎない（2008 年度、東京製鐵, 

2012a）。また、多くが高炉メーカーの子会社である。

したがって、今後の課題は、「第二の東京製鉄」と

                                                  
7 http://www.japanmetal.com/back_number/t20100215.html 

呼びうるような、電炉中心のビジネスモデルと十

分なキャパシティを持つ企業が現れてくるか、あ

るいは高炉メーカーが、EU で起きているように一

定生産量を電炉にシフトし始めるかどうかによる。

現時点では何とも言えず、EU 目標のように電炉の

割合を 5 割以上とすることは確かに容易ではない。

しかし、スクラップ供給増などによる対鉄鉱石に

対する相対的価格の低下、炭素コストの上昇、技

術進歩などを考えると、現在に比較して、ある程

度は電炉鋼割合が上昇することはほぼ確実だと思

われる。 

なお、前述のように、日本は現在相当量の鉄ス

クラップを輸出しており、これらを全て国内消費

に回せば今日でも電炉鋼の割合を 30%以上に引き

上げることは可能である8。事実、1997 年には全粗

鋼生産量の33%に当たる3,400万トンを電炉にて生

産していた。 

これらから、「エネ環戦略」想定における 1）粗

鋼生産量を予想の上限値とする、2）電炉鋼の割合

を低く保つ、という 2 点の合理性は高くないと考

えられる。 

 

3.1.4. 提言：粗鋼生産量想定は 1億 500万±1,500

万トン/年が現実的、電炉鋼の割合は 30％

まで引き上げる 

以上の論考より、以下の 2 つを提案する。 

第 1 に、業界団体の見通しだけでなく独立した

研究機関や調査機関の見通しも考慮した結果、

2030 年の粗鋼生産量想定は 1 億 500 万トン前後と

する。 

第 2 に、粗鋼生産量の想定見直しに加え、2030

年に向けて電炉鋼の割合を 30%程度に引き上げる

ための施策9を実行する。 

 高炉鋼の割合を 2030 年に 70%に引き下げても

高炉鋼生産レベルは 7,350 万トン/年程度に保たれ、

リーマン・ショック後の落ち込んだ 2009 年の生産

量（6,800 万トン）を上回り、今後 20 年近くの期

                                                  
8 ただし鉄スクラップの回収量は年によって変動する。 
9 例えば、高炉から電炉への転換資金の税制優遇、補助などが
想定される。 



10        Institute for Global Environmental Strategies / Working Paper 

 

間に緩やかに産業構造を変化させていくのは可能

である。また、2030 年においては、老廃スクラッ

プ回収量だけで 3,400 万トンに達すると見込まれ

ており（JFE スチール・住友金属工業、2010）、そ

の他自家発生スクラップ等も含めると、2030 年に

電炉鋼生産を 3,150 万トンまで引き上げるのは日

本の持つ技術力を以てすれば可能と考える。 

このような粗鋼生産量と電炉鋼の割合の見直し

による一次エネルギー消費量および CO2 排出量の

変化を表 4 に示す。試算では、2030 年における日

本の鉄鋼生産のエネルギー消費は、今日エネルギ

ー効率のよい世界最高のプラントのエネルギー消

費レベルに等しいと仮定した。これより、現在の

「エネ環戦略」想定は、鉄鋼部門からの一次エネ

ルギー消費を 340PJ 程度、CO2排出を 3,200 万トン

/年程度、それぞれ過大に見積もっている可能性が

あることがわかる。 

 

  

表 4 粗鋼生産量および電炉鋼の割合の想定の違いによる 

エネルギー消費量および CO2排出の試算結果の差異 

 

パラメータ 

数値 

想定・計算方法 「エネ環戦

略」想定 

本研究による想定見直し 

生産量 
生産量 

+電炉鋼割

共通の想定条件 

a. 粗鋼生産エネルギー消費（GJ/t 粗鋼）  

  a.1 高炉鋼 電力：0.7、燃料：16.9 注 1 

  a.2 電炉鋼 電力：1.7、燃料：0.9 注 1 

b. 粗鋼生産 CO2排出係数（tCO2/t 粗鋼） 

  b.1 高炉鋼 1.65 注 2 

  b.2 電炉鋼 0.23 注 2 

粗鋼生産量想定見直しの影響（電炉鋼比率は「エネ環戦略」想定の 23.9%） 

c. 粗鋼生産量 （Mt/年） 119.8 105 

d. 電炉鋼比率 22.1% 30% 

e. CO2排出量（Mt/年） 160.0 140.2 148.1 a, b より算出 

一次エネルギー消費・CO2排出削減合計 

f. CO2排出削減（Mt/年） --- 23.2 31.5 d より算出 

g. 一次エネルギー消費 
削減量 （PJ/年） 

--- 229 343 
a.および表 1 の前提条件よ

り算出 

注 1：Worrell et al. （2008）の、現在の鉄鋼生産における best practice technology を参考。製鋼・圧延工程では，

薄スラブ連続鋳造機を想定している。燃料は蒸気熱も含む。 

注 2：注 1 を基に試算。燃料については高炉鋼は全て石炭、電炉鋼は全て天然ガスを使用と仮定した。 
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なお本稿では鉄鋼部門を例として示したが、「エ

ネ環戦略」で採用されている 2030 年における素材

生産レベルは全般的に過大評価されている可能性

が高く、見直しの必要性が示唆される。例えばエ

チレン生産についても「エネ環戦略」は慎重シナ

リオにおいても 580 万トン/年を想定している。し

かし、実際には輸出競争力の低下により 2010 年代

後半にも 500 万トン/年まで落ち込むとの見方が業

界内でも強く、既に生産規模縮小の動きが始まっ

ている（三菱ケミカル, 2012; 化学工業日報, 2012）。

こうした生産動向の変化は、我が国製造業の世界

市場における位置づけが、単純な素材の製造・販

売から、高付加価値化、きめ細かなサービスの提

供などに移ってきていることも背景にあると思わ

れる。 

3.2. 発電部門における石油火力発電の割合 

3.2.1. 問題意識：石油火力発電の割合が高い  

日本の電源構成における石油火力の割合は、他

国と比べて突出して高い。図 2 に示すように、先

進国では 1%台の国がある一方で、日本では 2009

年時点では 8.7%となっている。これは非 OECD 諸

国の平均よりも高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 2009 年時点の総発電量における石油火力発電（原油および石油製品）の割合 

                  出典：IEA（2011b）より筆者試算 

 

 

日本の場合、2 度の石油危機以降は石油火力発電

所の新設は原則禁止されていた10。そのため、高効

率化のための研究開発は十分になされておらず、

仮に新設されたとしても比較的低効率の蒸気ター

ビン発電が今後も主要技術であると想定される。 

また、石油火力発電に使用される燃料の大半は

CO2排出係数の高いC重油11と原油という問題もあ

                                                  
10 第二次石油危機直後の 1979 年 5 月に行われた第 3 回国際エ
ネルギー機関（IEA）閣僚理事会において、石油火力発電所の
新設禁止を盛りこんだ「石炭利用拡大に関する IEA 宣言」が採
択された。これ以降、日本でも原則として石油（原油）火力発
電所を新設することが出来なくなった。 
11 C 重油とは主に船舶用のディーゼルエンジンや火力発電所の
燃料として使われる最も低規格の残渣油である。他の石油製品
に比べて熱効率が悪く、不純物が多いため環境負荷も高いが、

る（資源エネルギー庁, 2010）。 

表 5 は、液化天然ガスコンバインドサイクル

（LNGCC）発電と石油火力発電の発電コストを示

す。これより、LNGCC 発電は新設と仮定しても

CO2 排出原単位と発電コストの両方で石油火力よ

り優れていることがわかる。もし 2030 年時点での

既存の LNGCC 発電に余剰発電能力があり、炭素制

約も強化されれば、LNGCC 発電の経済的な優位性

はさらに高まる。 

                                                                              
低価格である。出典：Weblio 辞書製造業技術用語集
（http://www.weblio.jp/content/C+%E9%87%8D%E6%B2%B9） 
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表 5 LNGCC 発電との発電と石油火力発電とのコスト比較 

パラメータ 数値 想定・計算方法 

発電技術 LNGCC 石油 

a. 燃料の CO2排出係数（g/MJ） 53 73 表 1 

b. 発電効率（450MW 規模、発

電端） 
57% 37.9% 

石油火力は 2030 年平均値（環境省 
2012b）。発電効率はコスト等検証委員会

報告書（国家戦略室 2011）を参考。注 1 

c. CO2排出係数 （g/kWh） 343 689 a/b*3.6（MJe/kWh） 

d. 発電端投入熱量（MJ/kWh） 6.3 9.5 3.6（MJe/kWh）/b 

設備費（万円/kW） 12 0 
石油火力は新設なし。LNGCC は新設と仮

定、設備費はコスト等検証委員会報告書

（国家戦略室 2011）を参考。注 1 

資本回収係数 6.7% 
プラントの経済的寿命を 20 年、実質割引

率を 3%と仮定し試算。注 2 

運転・メンテナンス費（%-設備

費/年） 
5% 秋元 ほか（2011） 

発電コスト（円/kWh） 

資本 2.3 0 石油火力は新設なし。 

運転・維持 1.7 2.7 
石油火力発電の運転・メンテナンス費試

算には 19 万円/kW（400MW 規模）を想定

（NPU, 2011）。 

燃料費 7.3 16.6 表 1 より試算。 

合計 11.3 19.3 

CO2排出削減費用（円/tCO2） -23,000 --- 

注 1：コスト等検証委員会報告書では発電容量を 1,350MW としているが、この規模の LNGCC 発電は 400-600MW
級のユニットを数基併設しているため、設備規模の違いによる発電容量当たりの設備費の差（スケールメリット）

はないと仮定。また、LNG 備蓄能力強化に係る費用については、国家戦略室コスト等検証委員会の方針同様、エ

ネルギーセキュリティ確保の目的から行われる性格を有し、専ら発電のためのものではないことから、発電コス

トに上乗せしなかった。 
注 2：資本回収係数=［実質割引率］/｛1－（1+［実質割引率］）-［経済的寿命］｝ 

注 3：	発電コスト൫円/kWh൯ ൌ
設備費൫円/୩൯∗ሼ資本回収係数ା運転メンテナンス費൫%ି設備費൯ሽ

଼൫時間/年൯∗設備利用率ሺ%ሻ
      

 

 

3.2.2. 論点の検討 

日本で石油火力発電の割合が高い理由、あるい

は将来的に低くなった場合の懸念としては、1）一

日のピーク需要と最低需要の差が他国に比べて大

きい、2）天然ガスを液化天然ガスの形態で輸入し

ているため実際の需要に合わせた購入量調整が難

しい、3）石油火力に使われるのは石油精製におい

て副次的に生産される C 重油である、4）非常時の

バックアップ電源として有効である、5）エネルギ

ー安全保障に影響する、などがしばしば挙げられ

ている（入江, 2008a, 2008b）。 

以下では、石油のエネルギー資源としての特性、

代替エネルギーのポテンシャル、最近の市況、技

術開発状況を考慮しながら、これらの論点を順に

検討する。 

1） ピーク需要と最低需要の差が大きい 

現在、石油資源は貴重であり価格高騰のリスク
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があるため、他の燃料では代替しにくい輸送燃料

用や石油化学用に可能な限り限定して利用すると

いう考え方が国際的には共有されている（入江, 

2008b）。したがって、たとえ原発の発電量が伸び

悩んでいて、かつピーク対応が必要だとしても、

まず原則論として様々な燃料を利用できる発電部

門において石油を使うことの合理性は高くないと

言える。 

2） 石油火力に使われる C 重油は石油精製におい

て副次的に生産されるものである 

経済産業省は、2010 年 7 月、エネルギー供給構

造高度化法の基本方針を告示し、この中で重質油

分解装置の装備率の目標（2010 年：10%→2013 年

度：13％）を定め、事業者に対して重質油分解装

置の新設若しくは増設又は常圧蒸留装置の削減に

より適切に対応することを求めている12。このこと

により、重油のだぶつきは抑制されるものと考え

られる。 

3） 天然ガスを液化天然ガスの形態で輸入してい

るため購入量調整が難しい 

LNG 発電の非柔軟性については、「エネ環戦略」

全シナリオにおいて LNG 発電の大幅な増加が想定

されている。すなわち、どのような場合でも LNG

調達戦略およびインフラの見直しは必要であり、石

油火力発電を続ける直接的な理由にはなりにくい。 

4） 石油火力発電は非常時のバックアップ電源と

して有効である 

LNG 発電が緊急時のバックアップ電源として十

分に機能していない理由としては、余剰発電能力

が少ないだけでなく、石油や液化プロパンガス

                                                  
12 この背景には、現在、石油精製の「ボトムレス化」、すなわ
ち効果的な残渣処理による石油資源の有効利用が技術的に可能
となり、経済性も高まっていることもあると思われる。例えば、
日本石油エネルギーセンターが 2005 年に発表した研究では、
2010 年における重質油処理装置の導入は経済的に魅力がある
としている。この研究によると、検討された 2 つの既存のプロ
セスからは処理重油の 20-40%が最終残渣として副生するもの
の、2030 年へ向けては技術改良による最終残渣の削減や、残渣
をほとんど副生しない技術も積極的に導入されることが期待さ
れる。したがって、2030 年に発電部門の重油需要が激減したと
しても、石油精製のボトムレス化を推進することにより重油の
だぶつきを抑制することは十分に可能であると考えられる。ま
た、現在、日本における石油精製施設自体も減少傾向にある。
例えば、石油元売り大手のコスモ石油は、坂出製油所（香川県
坂出市）を 2013 年 7 月に閉鎖する（ロイター、2012 年 8 月 28
日）。 

（LPG）と異なり法的に備蓄が義務付けられていな

いことがある。すなわち、電力会社の LNG の備蓄

量が非常に少ない。前述のように、「エネ環戦略」

が提示している 3 つのシナリオは、いずれも 2030

年における発電部門での大幅な LNG へのシフトを

想定しており、LNG インフラの拡大・整備はどの

シナリオが選択されても必要不可欠である。この

中で LNG 発電の余剰発電能力や、法的義務化によ

る LNG 備蓄量および備蓄インフラを計画的に拡大

することにより、2030 年までに LNG 火力発電のバ

ックアップ電源としての十分な能力を備えさせる

ことができる。 

5） 石油火力を減らすことはエネルギー安全保障

上リスクが高い 

地政学的なリスクは天然ガスの方が石油よりも

小さく、石油火力発電も、全体のポートフォリオ

の中では、様々な発電方法の一つに過ぎない。ま

た、代替となる天然ガスに関するシステムは、前

述のように石油火力発電の有無に関係なく構築は

不可欠となっている。さらに、コスト面からは、

前述の重油処理による石油資源の更なる有効活用

により石油輸入量を抑制することができるため、

LNG 輸入が増えたとしても合計の化石燃料輸入コ

ストは増えないどころか、表 4 に示したように減

少する可能性がある13。そして、後述するように、

LNGCC 発電で代替される電力消費量は 3-4%であ

る。そして量的には、電力消費量を 3-4%抑制する

ことは困難な問題ではない事を福島第一原発事故

後の日本は証明している。すなわち、もし「エネ

環戦略」で想定しているようなエネルギー・ミッ

クスがエネルギー安全保障上受容できるものであ

るならば、本稿で想定した石油火力発電の低減に

よって増大するエネルギー安全保障のリスクは国

民自らの行動によって比較的容易に回避できるこ

とが示唆される。また、石油の火力利用を削減す

ることにより、工業原料や液体燃料としての石油

リスクを低減できる。これらから、平時の電源と

して高価・低効率・高 CO2 排出の石油火力発電の

割合を高く保つ合理性は高くないと考えられる。 

                                                  
13 現在、大量で安価なシェールガスの出現がエネルギー市場に
大きなインパクトを持ちつつある。また、アジア諸国と日本を
結ぶアジア・グリッド構想なども提言されており、従来の石油
の需給を中心としたエネルギー安全保障を巡る状況は大きく変
化している。 
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3.2.3. 提言：石油火力発電を LNG コンバインドサ

イクル発電で代替する 

以上の論考より、石油火力発電を現在の想定の

535 億 kWh から 191 億 kWh まで減少させ、総発電

量（9,550 億 kWh）の 2%に抑え、減少分は LNGCC

発電で代替することを提案する。その結果、代替

される発電量は 344 億 kWh に上り、これは総発電

量の 3.5%、および「エネ環戦略」想定における天

然ガス総発電量の約 10%に相当する。天然ガスの

消費量は、「エネ環戦略」想定における天然ガス総

消費量の 5%強に相当する約 220PJ 増加する。その

場合、約 110PJ/年の一次エネルギー節約と 1,100 万

トン/年近くの CO2排出削減が達成される。 

 

3.3. CO2回収・貯留（CCS）の導入量 

3.3.1. 問題意識：2030 年において CCS 導入が 

考慮されていない 

原子力依存を低減させつつ 2050 年 80%削減を見

据えたGHG排出の大幅削減をコスト効果的に実現

させるには、再エネや CO2 回収・貯留（CCS）な

どの低炭素エネルギー供給技術を大規模に導入す

ることが必要となる。例えば、原子力に依存せず

に 2050 年に GHG 排出を最小コストで 80%削減

（1990年比）するには 1990 年GHG排出量の 7-28%

に相当する CO2 の貯留が必要との報告がなされて

いる（Bhattacharya et al. 2012, 環境省 2012c）。しか

し、政府が提示した 3 つの選択肢のいずれにおい

ても 2030 年における CO2回収・貯留は考慮されて

いない。中環審報告書（環境省 2012d）には以下

の記述がある。 

「CCS については、（・・・）2030 年の CO2の大

幅削減に寄与するというのが国際的な常識となっ

ているが、本検討においては、2030 年の寄与量は

ゼロとされている。これは現時点での政策が進捗

していないためであり、（・・・）2020 年代の商用

化に向けて必要な制度整備が早急に行われた場合

には、2030 年時点での CO2排出削減にも一定程度

寄与することが考えられる。」 

CO2 輸送パイプライン等のインフラ整備に必要

な時間などを考慮すると、上記のような大規模な

CCS を 2050 年までに展開するためには 2030 年に

は実証プラントが最低でも数基稼働していないと

間に合わないと考えられる。CCS に関して日本で

は苫小牧での実証試験がようやく始まったばかり

である（経済産業省 2012）。三菱重工などの日本

企業が優れた CO2 回収技術を有しているが、今後

CCS の分野で世界をリードしていくためには一日

も早い技術の実証が重要である。2010 年エネルギ

ー基本計画においては2020年頃のCCS商用化を目

指すこと、ならびに 2030 年までの石炭火力への

CCS 導入を検討することが明記されている。 

 

3.3.2. 論点の検討 

日本で CCS 導入割合の想定が低い理由、あるい

は将来的に割合を上げた場合の懸念としては、1）

地貯留ポテンシャルが十分でない、2）コストが高

い、などの点がしばしば挙げられる。 

以下では、最近の地質調査、技術開発・普及、

海外クレジット市場などの状況を考慮しながら、

これらの論点を順に検討する。 

1）貯留ポテンシャルが十分でない 

上記規模の CCS を日本に導入する場合、CO2貯

留量は年間 1600 万トン近くに上る。これは、国内

貯留ポテンシャルの観点からは十分に対応可能な

量であることが示唆されている。日本での貯留ポ

テンシャルは、構造性帯水層の基礎試錐データが

あるものに限定しても 52 億トン程度（カテゴリー

A2）あるとの試算があり（RITE 2009）、これは本

研究の想定する CO2 貯留約 300 年分に相当する。

また、帯水層全体では約 1,500 億トンもの貯留ポテ

ンシャルが見込まれている（RITE 2009）。さらに、

2050 年に GDP 当たり CO2排出量を 2000 年比 50%

削減するという非常に低い目標（1990 年比の削減

量は 30%以下）を想定した場合でも、52 億トンの

約半分程度の貯留は 2050 年までに経済性を有する

可能性があると報告されている（RITE 2009）。 

2）コストが高い 

CCS による CO2 削減費用は、日本では石炭火力

発電所の場合 1トン当たり 7,000-14,000円程度と想

定され（高木 2007）、実証プラントとなるとこれ

より更に費用が大きくなる。この数値は、確かに

最近の供給過多である海外クレジット価格と比較

すれば安くはない。しかし、様々な研究機関によ
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る日本国内のGHG限界削減コストの推定などと比

較すれば、決して高くはない。また、費用の一部

は将来の CCS の技術発展のための先行投資と考え

ることができる。 

 

3.3.3. 提言：実証もしくは商用 CCS プラントを

2030 年までに石炭火力発電所 3,000MW 相

当分導入する 

2030 年までに実証もしくは商用プラントとして、

石炭火力発電所 3GW（おおよそ発電所 3 基）相当

分の CO2 を回収・貯留することを提案する。本研

究で想定するCCSの導入規模は2010年エネルギー

基本計画と比べても合理的なものと言える。表 6

は、その場合の CCS 導入による節エネ・CO2削減

効果算出の前提条件と計算結果を示している。こ

れより、1200 万トン/年以上の CO2排出削減が見込

める一方で、主に CO2 回収にエネルギーを消費す

るため、節エネ効果はマイナスとなる。 

 

 

 

 

表 6 CCS 導入による節エネ・CO2削減効果 

パラメータ 
数値 

参考文献・注記 
CCS なし CCS あり 

a. 発電効率（LHV） 52% 44% 
van den Broek et al. 

（2008） 
b. 設備利用率 90% 

c. CO2回収率 --- 85% 

d. CO2排出係数（g/kWh） 658 117 a, c より筆者算出 

e. 発電容量（MW） 3,000 筆者想定 

f. 年間総発電量（億 kWh/年） 237 237 f*b*8760 

g. CCS による一次エネルギー消費 
増加量（PJ/年） 

--- 29.8 f/a より算出 

h. CCS による CO2排出削減量（Mt/年） --- 12.8 d, f より算出 

 

 

4. 追加的節エネ・CO2排出削減ポテンシャル

の合計 

図 3 は、本稿で提案した想定の再検討などによ

って明らかにされた追加的に国内で節約可能な一

次エネルギー消費量を示す。これより、追加的削

減可能量は「エネ環戦略」想定に比べ約 420PJ/年

程度であり、これは「エネ環戦略」想定の総一次

エネルギー消費（石油換算 4 億 4000 万 kl、約 17*103 

PJ/年 12）の 2.4%に相当する。 

図 4 は、本稿で提案した想定の再検討などによ

って明らかにされた追加的に削減可能な CO2 排出

量を示す。すなわち、図 3 で示した第一次エネル

                                                  
12日本のエネルギー統計等では 1GJ＝0.0258kl（原油）で換算。 

ギー消費削減量から CO2 排出削減量を計算すると

5700 万トン/年になる。これに日本における森林吸

収可能量14を考慮すると、国内での追加的な排出削

減可能量と吸収可能量の合計は約 9,000 万トン/年

になる。これは 1990 年の GHG 排出量の約 7%に

相当する。 

  

                                                  
14 「エネ環戦略」では、「2012 年から 2020 年までの日本におけ
る森林吸収量として 1990 年比 GHG 排出量の 3.5％をめざす」
とある。本稿では、2030 年においても、森林吸収によって 1990
年比 GHG 排出量の 2.5％である約 3150 万トン/年までがカウン
ト可能と想定した。すなわち、本稿では、2012 年から 2020 年
までは 3.5％、2020 年から 2030 年までは 2.5％と想定した。 
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図 4  追加的な GHG 排出削減ポテンシャル 

 

  

 

 

図 3 追加的な一次エネルギー消費削減ポテンシャル 
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5. まとめ 

本稿では革新的エネルギー・環境戦略について、

長期的な低炭素経済および資源循環型社会実現の

観点から「エネ環戦略」想定の再検討を行い、追

加的な節エネ・GHG 排出削減の可能性について検

証した。 

そのために、まず「エネ環戦略」想定のおける

粗鋼生産と石油火力発電の二つにおいて、生産量

の見直しや節エネ可能量の検討を行った。次にグ

リーン投資と考えられる CCS 技術の排出削減可能

量を考慮した。 

その結果、一次エネルギー消費に関しては、「エ

ネ環戦略」想定に比べ 2.5%以上追加的に節約でき

ることが示唆された。GHG 排出に関しては、「エネ

環戦略」における森林吸収の目標値も考慮すると、

日本にとって 2030年において国内努力のみで 1990

年比で真水 30%のGHG排出削減というのが合理的

な数値目標であることが示唆された。 

 

なお、本稿で取り上げた分野以外の産業分野で

も前提条件が実態と乖離している可能性はある。

例えば、化学工業分野などは、製品の種類や数が

多いため、活動量の指標とされている製品などの

内訳などに注目する必要がある。同時に、生産量

や活動量の予測数値の設定に関しても産業団体や

企業へのヒアリングだけでなく、研究機関やシン

クタンク等の見通しも考慮しながら検討していく

意義があるのではないかと思われる。 

また、産業部門の節エネだけではなく、民生部

門や運輸部門での節エネも含めたより広範囲での

分析を行う必要もある。民生部門の節エネ、特に

節電に関しては、2011 年の東日本大震災や福島原

発事故を経て、多くのデータや経験が蓄積されつ

つある。温暖化対策に限らず広くエネルギー安全

保障の確立という意味で、これらの知見を客観的

に分析し、その結果を国際社会全体に早急かつ正

確に伝えていくことが極めて重要である。 
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